
第二次千曲市地球温暖化対策推進計画の目標数値改訂について(令和 6年 3月改訂) 

 

 第二次千曲市地球温暖化対策推進計画は、第二次千曲市環境基本計画に包含されており、地球温暖化対策の

推進に関する法律に基づく地方公共団体実行計画の区域施策編としても位置付けられている。 

 計画では、市域における温室効果ガスの削減を目標とし、基準年度を 2005年（平成 17年）度比で、目標年

度を 2025（令和７）年度として、温室効果ガスを 20％削減することを目標としていた。 

 国際的な流れとしては、2015年（平成 27年）に、2020年以降の温室効果ガスの削減についての取り組みを

推進するパリ協定が採択されている。 

国では 2050年にカーボンニュートラル実現を目標とした。県では、2019年 12月気候非常事態宣言を発出、

2021年には長野県ゼロカーボン戦略を策定した。 

これを受けて、市も計画期間中ではあるが、国、県を参考に 2050 年には正味での排出量０を目指した目標

を設定し、計画中の数値を改訂する。 

 

○国の温室効果ガス削減目標（表１） 

 

出典：地球温暖化対策計画（令和 3年 10月 22日閣議決定）P19、部門等をまとめ、端数を調整し再構成 

 

〇長野県の温室効果ガス削減目標（表２） 

 

出典：長野県ゼロカーボン戦略 P24、森林吸収量、正味排出量を加え再構成 



 国では、令和３年（2021年）10月に、2030年度末までを計画期間とした「地球温暖化対策計画」を閣議決

定し、表 1のとおり、基準年度を 2013年度として、2030年度末までに正味の排出量を 46％削減することを目

標としている。 

長野県では、令和３年（2021 年）６月に、2050 年度末に正味排出量を０とすることを目標とした「長野県

ゼロカーボン戦略」を策定、令和４年５月に改訂している。県では、表２のとおり、基準年度を 2010 年度と

し、国では 2040年度、2050年度の詳細な目標は示していないが、中長期目標として示している。 

 千曲市では、現状の何も施策をしなければどうなるか、という BAU 推計を委託、表３のとおりとなってい

る。 

 

○平成 20年度（2008年度）から令和３年度（2021年度）までの温室効果ガス排出量及び 

BAU（Business As Usual）推計による 2025年度以降排出量推計グラフ（表３）

 

 

 千曲市では 2050年の正味排出量０のためには、2050年度の排出量を約 20万ｔ-co2削減する必要がある。 

国、県の目標に準じ、最終的には、2050年のネットゼロカーボンの実現への目標を示しておく。 

 

〇第二次千曲市地球温暖化対策推進計画の温室効果ガス削減目標数値（表４） 

 

 

 

 



 千曲市では、基準年度と目標削減率は国と同様、2013年基準年とし、2030年度に 46％の削減を目標とする。 

国では 2040年の目標については今のところ言及していないが、2050年度では、吸収量と併せてゼロとしてい

るので、2040年にはある程度の削減目標が必要と考え、概ね県に準ずることとした。 

 

○平成 20年度（2008年度）から令和３年度（2021年度）までの温室効果ガス排出量及び 

排出量の目標値グラフ（表５） 

 

 

 なお、令和７年度で、現行の第二次環境基本計画が終期を迎え、令和８年度から第三次環境基本計画となる

ため、そのタイミングで推計や目標値などの数値について再度整理を行う。 

 

○第二次千曲市環境基本計画（第二次千曲市地球温暖化対策推進計画）の改訂 

 ・本計画のＰ35で、10年後の目標は、以下のとおりであったが、これを改める。 

 

 

 

       ↓ 

 

 

 

 

 ・温室効果ガス削減目標達成のイメージは以下のとおりであったが、これを改める。 

 

温室効果ガス削減目標達

成のイメージ 

産業部門⇒2012（平成 24）年度から６％削減（２万６千トン） 

民生部門⇒2012（平成 24）年度から６％削減（２万６千トン） 

運輸部門⇒2012（平成 24）年度から４％削減（１万７千トン） 

        ↓ 

 

   

千曲市から排出される温室効果ガスを 2025（平成 37）年度に 2005（平成 17）年度比で 20％（9万

トン）削減します。 

千曲市から排出される温室効果ガス（森林吸収量算定）を 2030（令和 12）年度に 2013（平成 25）

年度比で 46％（約 187千トン）削減します。 



温室効果ガス削減目標達

成のイメージ 

（目標年度 2030年度） 

産業部門⇒2013（平成 25）年度から 38％削減（４万１千トン） 

業務部門⇒2013（平成 25）年度から 51％削減（３万９千トン） 

家庭部門⇒2013（平成 25）年度から 66％削減（６万８千トン） 

運輸部門⇒2013（平成 25）年度から 35％削減（４万８千トン） 

 

 ・プロジェクト（アクションプラン）について 

 旧計画のプロジェクトは一応継続し、以下の事業を追加する。 

 

  ●自家消費エネルギーを活用するため、太陽光発電、蓄電池システムなどの設置に補助金を交付する 

   千曲市民が、個人住宅に太陽光発電システム、蓄電池システム等を導入する際に補助金を交付する。 

 

  ●事業所等の省エネを促進するため補助金を交付する 

   国・県・市などで、事業所が、ＬＥＤへの交換及び省エネの機器を導入する際に補助金を交付する。市

では情報を周知する。 


